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〇事業スケジュール

事案概要　／　事業の実施期間

新型コロナウイルス感染症拡大を機に、都市部の過密さがリスクであることに気づき、暮らしや働き方において「新しい日常」の実
践が求められる中で、地方移住への関心高まりや生活様式の変化がみられる。そこで、総合計画の重点テーマである中山間地
域対策や、緑区区別基本計画内における中山間地域振興を取組目標とする本市が目指す方向性において、中山間地域での「新
しい日常」に対応した豊かな暮らし方、働き方の実現に向け、関係人口の創出、移住・定住の推進等に資する取組を実施するも
の。内容として、①中山間地域における新しい日常の実践に向けたライフスタイル・ビジネススタイル検討調査事業②テレワーク
センター実証環境整備事業（藤野総合事務所会議室棟リノベーション事業）③テレワークセンター実証運営事業を実施するもの
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事業継続に
ついて検討

R4

0 000

所　　　管

〇原案を一部修正し、上部会議に付議する。

〇総合計画及び緑区区別基本計画に基づく中山間地域に係る取組を進めるため、調査事業及びテ
レワークセンター実証運営等事業を実施することについて。

0 0

○テレワークセン
ター実証運営事業
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中山間地域における新たなライフスタイル・ビジネススタイル推進事業
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（人工）〇必要人工（事業実施に当たり、新たな人員配置を求める場合のみ記入）

その他

一般財源

うち任意分

捻出する財源※

一般財源拠出見込額

〇事業経費・財源

0

（本格運営を行う
際に、事業形態に
ついて別途庁議⇒
以降最大5年の本
格運営を想定)

0 0

R9

※捻出する財源概要… Ｒ４以降の運営コストは約8,000千円/年と見積り。民間貸付により運営し、一財拠出の想定はなし。
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局内で捻出する人工※

必要な人工
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項目

事業費（委託費等）
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補助率/充当率 R3 R5

27,955

27,955

うち任意分

国、県支出金

地方債
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※局内で捻出する人工概要　…
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パブリックコメント

調整部局名等 調整内容・結果

政策課 7/22国における令和２年度第２次補正予算対応事業調書提出以降、随時調整

事前調整、検討経過等

定例会議 報道への情報提供 なし

議会への情報提供 なし

政策課、広域行政課、
観光・シティプロモーション課
産業・雇用政策課、産業支援課

8/28第３回スーパー・メガリージョン担当者打ち合わせ会議

なし 時期

日程等
調整事項

〇　国の臨時交付金を充当することで一定期間の事業継続が条件にならないのか。
→　実証実験後の継続運営を想定し、令和４年度以降の費用は一財を使わないことを前提に計画している。
また、実施継続を断念しても令和３年度の実証運営は調査事業の一環であり、設備も原状復帰が可能である
簡易な改修にとどめていることから、交付金は返還しなくていいと考えている。
〇　令和４年度以降の特財内訳と本事業が目指しているものは何か。
→　民間事業者への貸付料を想定している。関係人口の創出を目指しているが、移住につながれば理想的で
ある。
〇　９月に実施した「中山間地域におけるテレワークの利用等に関するアンケート」について、どのような企業
が対象となっているのか。
→　経営監理課が所管している「相模原市PPP/PFI地域プラットフォーム」に参加している約140社が対象で、
市内のみでなく、都内の企業等を含んでいる。
〇　中山間地域振興の重要性は認識するが、コロナによる税収減で既存事業の廃止や一時凍結が必要な
中、新規事業の開始は厳しいタイミングである。実施事業は歳出削減が見込まれ、確実性のある事業に注力
していただきたい。
→　コロナ禍の財政的なタイミングの悪さはあるが、テレワークニーズの高まりなどの社会情勢の変化が起
こっており、加えて市の財政状況を考えれば国の臨時交付金が利用できるこの時期が実施に妥当なタイミン
グと言える。
〇　実施に当たり、令和３年度終了時までに調査結果を成果物として提出できる状況にするとともに、中山間
地域に関して協力的な民間事業者との連携を適宜図り、協力体制を構築することも同時に進めていただきた
い。
〇　市の総合計画にある中山間地域課題に対する事業であることから、市として本件
の実施必要性を上部会議にて検討する必要がある。

⇒原案のとおり、上部会議に付議する。

条例等の調整 なし 議会提案時期

調整会議結果
(10/5)
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第４回 決定会議 議事録 

令和２年１０月１４日 

 
１ 中山間地域における新たなライフスタイル・ビジネススタイル推進事業 

【緑区役所区政策課】 

 

（１）主な意見等 

 〇 国が実施する新しいビジネススタイル・ライフスタイルの創出事業との関係性は 
 → 国の調査は主に首都圏南西部におけるスーパー・メガリージョンの形成と効果の

広域的拡大に向けた取組のロードマップを策定するための事業を実施するものであ

る。本事業は本市中山間地域の更なる振興を目的に実施するものであり、事業実施の

目的が異なるが、国による事業のうち、本市において活用が可能な内容があれば、活

用していきたい。 
 → 国の実証実験と連携して事業を実施出来ないのか検討いただきたい。 
〇 臨時交付金を使う理由として、以前より新しい働き方（テレワークなど）の推進が

求められてきたものの、十分進まない状況がある中、コロナ禍での３密回避などライ

フスタイル・ビジネススタイルの変化への対応が必須な状況にあることが挙げられ

る。 
〇 新しい暮らし方として中山間地域が注目されている中、都心にも容易にアクセス

できるという本市の好立地を生かすには、今が取り組むチャンスである。世の中が変

化の過程にある現時点において、民間企業の参入が見込まれるまでの間、市が中山間

地域でテレワークセンターを試験的に展開することに意義がある。 
→ 現状の改装案を見直し、都心部からの利用も見込んだ、利用者が魅力を感じる施設

や環境を整備する必要がある。 
 → 人を外から呼び込むために、藤野が持つ魅力に加えて、働く場を市が提供するとい

う観点も大事にしていただきたい。 
 → 市の財政問題はあるが、メリハリをつけた事業推進が必要と考える。そのため、新

規事業の実施にあたっては、既存事業の見直しにより必要な財源を生み出す必要が

ある。 
 〇 コロナ禍においてテレワーク施設を整備するに当たり、庁内各分野横断的な議論

が必要となる。各課の垣根を超えた議論を進め始めていただきたい。また、他課の既

存事業との連携（経済部の創業支援など）も検討していただきたい。 
  
（２）結 果 

〇 原案を一部修正し、上部会議に付議する。 
 

以 上 

 


